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Abstract

We study the momentum distributions of the final-state charged lepton in parton-parton collisions qq̄, gg →
tt̄ → �+X (� = e or μ), considering their application to actual experimental-data analyses at high-energy
hadron colliders, i.e., Tevatron and Large Hadron Collider (LHC). Assuming general anomalous tt̄g + tt̄gg

and tbW couplings, we derive analytical formulas for the above distributions based on Kawasaki-Shirafuji-Tsai
formalism. We there take into account all the terms on the former-coupling parameters while up to the linear
terms about the latter. We then calculate the lepton energy- and angular-distributions to clarify how they
are affected by the anomalous couplings, and also search, through the total cross sections, for the parameter
range where quadratic (or higher-order) terms of nonstandard QCD couplings can safely be neglected and
consequently we can carry out the optimal-observable analysis properly for estimating the expected statistical
uncertainties in parameter measurements.
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1 はじめに

素粒子物理学の標準模型は，その完成以来実に様々な
現象の記述に成功を続けており，現時点でも実験デー
タとの深刻な不一致は一切見つかっていない [1]．し
かしながら，この模型は，繰り込み可能な量子場力学
に基づいたものとは言え多分に「現象論的」な性格で

あることは否めず，それゆえ理論的観点からはこれを
究極法則を与える体系と受け止めることは難しい．こ
のため，近年の素粒子物理学においては，より根源的
な基礎理論体系の探索が大きな課題となり，それに向
かって精力的な研究が進められている.
　これまで我々は，このような「標準模型を超える（或
いは背後に潜む）新しい物理」の探求において，特定
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の模型には依存することなく一般的枠組みにおいて解
析を進めるという立場で研究を行ってきた（例えば文
献 [2, 3]）．この「特定の模型に依存しない解析」にお
いては，様々な素粒子間相互作用を一般的な形で書き
表し，そこに含まれる未定係数を実験データから決定
する，あるいは制限付けるというのが作業手順となる．
ただ，これは数多くの未定パラメータの導入を認める
ことになり，その結果，解析内容も漠然としたものに
留まるという恐れもある．この点を考慮し，かつ一般
性を出来る限り保つ方法は，あるエネルギースケール
Λ で特徴付けられる新理論の存在を仮定し，それが Λ

以下の世界に生み出す非標準的相互作用を「有効演算
子」の形で表現するものである．この場合には解析す
べき対象（演算子）の数が制限されるが，新物理がど
のようなものであれ このシナリオは無理のない自然
なものであり，一般性を大きく損なうことなく より定
量的な結論を導出できると期待できる．
　このような仮定の下で出現する有効演算子を系統的
に整理したのは Buchmüller他 [4]であり，彼らの結果
に基いて多様なフェルミオン-ゲージボソン結合や４-
フェルミオン結合などが具体的に導き出された．とこ
ろが，その後，彼らが与えた有効演算子の幾つかは互
いに運動方程式を通じて関係付けられること，つまり
独立ではないことが明らかになってきた [3]．これは，
文献 [4] に基づく解析が不必要に複雑になっていた可
能性もあることを意味する．この問題の解決を図るた
め，文献 [5, 6] において独立な有効演算子の系統的な
再整理が行われた．
　この枠組みにおいては，電弱相互作用だけではなく
強相互作用（QCD）に対しても非標準的な結合が生ま
れてくる．これは，既に高い精度で検証されている軽
いクォーク（u，d，c，s，b）の結合に関しては考えにく
いことであるが，トップクォークに関してはそのよう
な非標準的結合が関与できる余地も残されている．そ
れは，トップクォーク結合の解析がまだ十分には行わ
れていないという事実に加え，その巨大な質量から考
えてトップが新物理への “窓口”になっている可能性
も大いにあるからである．
　このような考察の下，ここでは前論文 [7] で行った
解析を発展させ，ハドロン衝突実験，すなわちフェル
ミ国立加速器研究所（FNAL）の加速器 “Tevatron”で
の陽子-反陽子衝突実験 [8] および欧州原子核研究施設
（CERN）の大型ハドロン加速器 “Large Hadron Col-
lider（LHC）”での陽子-陽子衝突実験 [9]，でのトップ
クォーク対生成とその半レプトン崩壊で生まれる終状
態荷電レプトンの運動量分布を通じて，標準模型に含

まれるトップ-グルオン結合ならびにトップ-W ボソン
結合の拡張可能性を，特定の模型に依存することなく
検証する方法を考察する．但し，実際の解析をはじめ
からハドロンレベルで行うと膨大な数値計算時間が必
要となり非効率的であるため，本論文では２つの加速
器に共通するパートン衝突に焦点を絞り，現実のデー
タを解析するための基礎を整備することとする．
　本論文の構成は次の通りである： 第２節において，
我々が計算を進める際に用いる基本的枠組みを示し，
それに基づいて qq̄, gg → tt̄ → �+X の微分断面積の
解析的な式を導出する．続く第３節において，上記反
応における終状態レプトン �+ のエネルギー・角分布
を求め，更に最適観測量解析法の適用可能性を探るた
めに同反応の全断面積を用いてパラメータの線形近似
が有効となる領域を求める．最終節では主な結果をま
とめると同時に今後の課題も検討する．付録において
は，教育的効果も考慮し，我々の断面積計算の基礎と
なっている川崎-白藤-蔡の公式を，現代的な共変的規
格化において導き出す．

2 計算の枠組み
2.1 相互作用ラグランジアン

第１節で述べたように，我々の目的は「トップクォー
ク-グルオン結合およびトップクォーク-W ボソン結合
を特定模型に依存することなく解析する」ことである．
文献 [4] に従って，Λ というエネルギースケールおよ
び Gというゲージ群で特徴づけられる新物理体系を仮
定すれば，それより低いエネルギーの世界は標準模型
の対称性である GSM(⊂ G) = SU(3)× SU(2)× U(1)
群が支配する標準素粒子の世界となり，G → GSM と
いう対称性の自発的破れで O(Λ) の質量を得たゲージ
ボソンの交換による相互作用の効果は，GSM-不変性
をもつ繰り込み不可能な有効演算子の形で現れること
になる．従って，それらの演算子を Oi，標準模型ラ
グランジアンを LSM と表せば，我々の世界を記述す
るラグランジアンは

L = LSM +
1
Λ2

∑
i

[
CiOi + C∗

i O†
i

]
(1)

となる（Ci は Oi の寄与を特徴づける未知係数）．こ
のような枠組みで我々がまず行うことは独立な有効演
算子の確定だが，これは前述のように論文 [5, 6] で系
統的に行われている．
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トップ-グルオン結合
　トップ-グルオン（tt̄g + tt̄gg）結合に関しては，

O33
uGφ =

∑
a

q̄L3(x)λaσμνuR3(x)φ̃(x)Ga
μν(x) (2)

が唯一の独立な次元６の有効演算子である．但し，こ
こでは [5] の記法に従い，qL3 は左巻 SU(2) 二重項の
第３世代 (t, b)t

L，uR3 は右巻 SU(2)一重項（up-タイ
プ，すなわち tR），φ̃ ≡ iτ 2φ∗（φ はヒッグス二重項），
Ga

μν は SU(3)ゲージ場（＝グルオン場）テンソル

Ga
μν = ∂μGa

ν − ∂νGa
μ − gs

∑
b,c

fabcG
b
μGc

ν

（gs，fabcはそれぞれ SU(3)の結合定数および構造定
数）を表している．
　これより解析の出発点となるトップ-グルオン相互作
用ラグランジアンは

Ltt̄g,gg = −1
2
gs

∑
a

[
ψ̄t(x)λaγμψt(x)Ga

μ(x)

− ψ̄t(x)λaσμν

mt
(dV + idAγ5)ψt(x)Ga

μν(x)
]

(3)

と与えられる．但し，ここで，

dV ≡
√

2vmt

gsΛ2
Re(C33

uGφ), dA ≡
√

2vmt

gsΛ2
Im(C33

uGφ)

であり，v はヒッグス場の真空期待値（= 246 GeV）
を示す．また，gg → tt̄にはGa

μνGaμν 項も寄与する．

トップ-W ボソン結合
　トップ-W ボソン（tbW）結合に関与する次元６演
算子は

O(3,33)
φq = i

∑
I

[ φ†(x)τ IDμφ(x) ][ q̄L3(x)γμτ IqL3(x) ]

(4)

O33
φφ = i[ φ̃†(x)Dμφ(x) ][ ūR3(x)γμdR3(x) ] (5)

O33
uW =

∑
I

q̄L3(x)σμντ IuR3(x)φ̃(x)W I
μν(x) (6)

O33
dW =

∑
I

q̄L3(x)σμντ IdR3(x)φ(x)W I
μν(x) (7)

である．但し，Dμは共変微分，dR3 は右巻の第３世
代 SU(2)一重項（down-タイプ，すなわち bR）であ
り，W I

μν は SU(2)ゲージ場テンソル

W I
μν = ∂μW I

ν − ∂νW I
μ − g

∑
J,K

εIJKW J
μ W K

ν

（g，εIJK はそれぞれ SU(2)の結合定数および構造定
数）を表す．

　これよりトップ-Wボソン相互作用ラグランジアンは

LtbW

= − g√
2

[
ψ̄b(x)γμ(fL

1 PL + fR
1 PR)ψt(x)W −

μ (x)

+ ψ̄b(x)
σμν

MW
(fL

2 PL + fR
2 PR)ψt(x)∂μW−

ν (x)
]

(8)

となる．但し，ここで PL/R ≡ (1 ∓ γ5)/2，

fL
1 ≡ Vtb + C

(3,33)∗
φq

v2

Λ2
, fR

1 ≡ C33∗
φφ

v2

2Λ2
,

fL
2 ≡ −

√
2C33∗

dW

v2

Λ2
, fR

2 ≡ −
√

2C33
uW

v2

Λ2

であり，また，Vtbは小林-益川行列の (tb) 成分を意味
する．なお，t → bW+に引き続くW+ → �+ν� 崩壊
に対しては標準模型ラグランジアンを適用する．

2.2 終状態レプトン運動量分布

ここでは 2.1 で与えたラグランジアンに基づき，
川崎-白藤-蔡の技法（公式）を用いてパートン衝突
qq̄, gg → tt̄ → �+X における終状態レプトンのエネ
ルギー・角分布を解析的に導出する．この技法は重い
粒子の生成・崩壊で生まれる終状態粒子の運動量分布
を計算する際に極めて有用で，この重い粒子の質量を
m，全崩壊幅を Γ とするときm � Γ が満たされ，そ
の結果として伝播関数において Narrow-width 近似

∣∣∣∣ 1
p2 − m2 + imΓ

∣∣∣∣
2

� π

mΓ
δ(p2 − m2)

がよい精度で成り立つ場合に用いることができる．
　この Narrow-width近似が適用可能かどうかの判断
には注意を要するという指摘があるが [11]，トップ及び
W ボソンにおいてはmt (= 171.3±1.6 GeV) � Γt (=
2.1 ± 0.6 GeV)及びMW (= 80.398 ± 0.025 GeV) �
ΓW (= 2.141± 0.041 GeV) [12, 13] なので，必要な条
件は十分に満たされている．
　この枠組みにおいては，p1p2 → tt̄ → �+X という
反応における終状態レプトン �+の運動量分布は

dσ

d3p�

(p1p2 → tt̄ → �+X)

= 4
∫

dΩt
dσ

dΩt
(n, 0)

1
Γt

dΓ�

d3p�

(t → b�+ν) (9)

と与えられる．ここで，Γ� は無偏極トップの t → b�+ν

崩壊幅であり，dσ(n, 0)/dΩt はスピンベクトル st，st̄
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を持つトップ・反トップの対生成断面積 dσ(st, st̄)/dΩt

において

st → n =
mt

ptp�
p� − 1

mt
pt , st̄ → 0 (10)

という置き換えを施した量である（st と st̄ の役割を
交換し，nの符号を逆転させれば t̄崩壊から生まれる
�− の分布が得られる）．前節末で述べたように，上記
公式（9）の導出を付録において示す．
　我々は，以下の計算においてトップ以外の全てのフェ
ルミオンの質量を０，小林-益川行列の (tb)成分は１と
置く [14]. また，先の論文 [7] において現時点でのトッ
プ生成断面積のCDF，D0データは比較的大きな dV,A

を許すことを見出した一方で，t → bW 崩壊データ
[15] では標準模型（すなわち fL

1 = 1, fR
1 = f

L,R
2 = 0）

との食い違いは見られていないことから，dV,Aについ
ては全ての寄与を，fL,R

1,2 については非標準結合の１
次項のみを取り入れることとする．この近似の下では
qq̄ → tt̄ 及び gg → tt̄の断面積は それぞれ

dσqq̄

dΩt
(st, 0)

=
βα2

s

36s

[
1 − 2(v − z) − 8(dV − d2

V + d2
A)

+8(d2
V + d2

A)v/z
]

(11)

dσgg

dΩt
(st, 0)

=
βα2

s

384s

[
(4/v − 9) [ 1− 2v + 4z(1 − z/v)

−8dV (1 − 2dV ) ]

+4(d2
V + d2

A) [ 14(1− 4dV )/z + (1 + 10dV )/v ]

−32(d2
V + d2

A)2(1/z − 1/v − 4v/z2)
]

(12)

と，また，t → bW → b�+ν微分崩壊幅は，fR
2 項のみ

が残り，

1
Γt

dΓ�

d3p�

=
6B�

πm2
t WE�

× ω
[
1 + 2dR

( 1
1 − ω

− 3
1 + 2r

) ]
(13)

と得られる．但し，ここで

z ≡ m2
t /s, v ≡ (t − m2

t )(u − m2
t )/s2,

ω ≡ (pt − p�)2/m2
t , r ≡ (MW /mt)2,

W ≡ (1 − r)2(1 + 2r), dR ≡ Re(fR
2 )

√
r,

s, t, uは通常のMandelstam変数，β ≡
√

1 − 4m2
t /s

はトップ速度の大きさ，B�はトップ崩壊の半レプトン
モードへの分岐比（= Γ�/Γt）であり，この崩壊での
W 伝播関数に対しては Narrow-width 近似を適用し
た．
　これらの量を組み合わせれば（9）式に基づき終状態
レプトンのエネルギー・角分布が得られる：

dσqq̄

dE�c�
=

[ dσqq̄

dE�c�

]
SM

+
[ dΔσqq̄

dE�c�

]
BSM

(14)

dσgg

dE�c�
=

[ dσgg

dE�c�

]
SM

+
[ dΔσgg

dE�c�

]
BSM

(15)

但し，両式の右辺第１項（SM項）・第２項（BSM項）
はそれぞれ標準模型および非標準項の寄与を表す．ま
た，散乱角（θ�）は入射パートン１と終状態レプトン
�+の運動量のなす角として定義されており，ここでは
簡単のためその余弦 cos θ�を c�と記した．以下，各項
の具体形を与えよう：

[ dσqq̄

dE�c�

]
SM

=
4βα2

s

3m2
t s

B�

W
E�

[
(1 + 2z)F0(E�, c�) − 2F1(E�, c�)

]
(16)

[ dΔσqq̄

dE�c�

]
BSM

=
4βα2

s

3m2
t s

B�

W
E�

[
2dR

[
(1 + 2z)

(
G0(E�, c�) − 3

1 + 2r
F0(E�, c�)

)

−2
(
G1(E�, c�) − 3

1 + 2r
F1(E�, c�)

) ]

−8(dV − d2
V + d2

A)F0(E�, c�) +
8
z
(d2

V + d2
A)F1(E�, c�)

−16dR(dV − d2
V + d2

A)
(
G0(E�, c�)− 3

1 + 2r
F0(E�, c�)

)

+
16
z

dR(d2
V + d2

A)
(
G1(E�, c�) − 3

1 + 2r
F1(E�, c�)

) ]
(17)
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[ dσgg

dE�c�

]
SM

=
βα2

s

8m2
ts

B�

W
E�

[
−(17 + 36z)F0(E�, c�) + 18F1(E�, c�)

+4(1 + 4z + 9z2)F−1(E�, c�) − 16z2F−2(E�, c�)
]

(18)
[ dΔσgg

dE�c�

]
BSM

=
βα2

s

8m2
t s

B�

W
E�

[
2dR

[
−(17 + 36z)

(
G0(E�, c�) − 3

1 + 2r
F0(E�, c�)

)

+18
(
G1(E�, c�) − 3

1 + 2r
F1(E�, c�)

)

+4(1 + 4z + 9z2)
(
G−1(E�, c�)− 3

1 + 2r
F−1(E�, c�)

)

−16z2
(
G−2(E�, c�)− 3

1 + 2r
F−2(E�, c�)

) ]

−8dV (1 − 2dV )
(
4F−1(E�, c�) − 9F0(E�, c�)

)

+4(d2
V + d2

A)
(14

z
(1 − 4dV )F0(E�, c�) + (1 + 10dV )F−1(E�, c�)

)

−32(d2
V + d2

A)2
(1
z
F0(E�, c�) −F−1(E�, c�) − 4

z2
F1(E�, c�)

)

−16dRdV (1 − 2dV )
[
4
(
G−1(E�, c�) − 3

1 + 2r
F−1(E�, c�)

)

−9
(
G0(E�, c�)− 3

1 + 2r
F0(E�, c�)

) ]

+8dR(d2
V + d2

A)
[ 14

z
(1 − 4dV )

(
G0(E�, c�)− 3

1 + 2r
F0(E�, c�)

)

+(1 + 10dV )
(
G−1(E�, c�)− 3

1 + 2r
F−1(E�, c�)

) ]

−64dR(d2
V + d2

A)2
[ 1

z

(
G0(E�, c�) − 3

1 + 2r
F0(E�, c�)

)

−G−1(E�, c�) +
3

1 + 2r
F−1(E�, c�)

− 4
z2

(
G1(E�, c�)− 3

1 + 2r
F1(E�, c�)

) ] ]
(19)

ここで，Fmと Gm (m = −2,−1, 0, +1)は p�の向きに z軸を選んだΩt積分

Fm(E�, c�) ≡
∫ ct+

ct−
dct

∫ 2π

0
dφt ωvm, Gm(E�, c�) ≡

∫ ct+

ct−
dct

∫ 2π

0
dφt

ω

1 − ω
vm

（ct ≡ cos θt）であり，ct 積分の上限・下限は

ct+ = Max
[
Min[

1
β

(
1 − M2

W√
sE�

)
, +1 ], −1

]
, ct− = Min

[
Max[

1
β

(
1 − m2

t√
sE�

)
, −1 ], +1

]
(20)

で与えられる（文献 [16]も参照）．この Fm，Gm積分は解析的に実行でき，結果は以下のように表される：

Fm = Im(ct+) − Im(ct−), Gm = Jm(ct+) − Jm(ct−) (21)

但し，各 Im，Jmは

I1(ct) = − π

4(1 − β)
ct

[
(1 − β − x�)

(
β2s2

� − 2 +
1
3
β2(3c2

� − 1)c2
t

)

+
1
4
βx�[ 2(β2s2

� − 2)ct + β2(3c2
� − 1)c3

t ]
]

(22)

I0(ct) =
π

1 − β
ct[ 2(1− β − x�) + βx�ct ] (23)

– 37 –
− 37 −



大熊一正・日置善郎

I−1(ct) =
4π

1 − β

[
(1 − β − x�)[ f+

0/1(ct) + f−
0/1(ct) ] + βx�[ f+

1/1(ct) + f−
1/1(ct) ]

]
(24)

I−2(ct) =
8π

1 − β

[
(1 − β − x�)[ βc�f

+
1/3(ct) + f+

0/3(ct) − βc�f
−
1/3(ct) + f−

0/3(ct) + f+
0/1(ct) + f−

0/1(ct) ]

+βx�[ βc�f
+
2/3(ct) + f+

1/3(ct) − βc�f
−
2/3(ct) + f−

1/3(ct) + f+
1/1(ct) + f−

1/1(ct) ]
]

(25)

J1(ct) =
π

4

[ 1
βx�

(1 − β)(β2 − 3)s2
� ln(1 − βct) +

1
2x�

(1 − β)(3c2
� − 1)ct(2 + βct)

+(β2s2
� − 2)ct +

1
3
β2(3c2

� − 1)c3
t

]
(26)

J0(ct) = −2π

β

[ 1 − β

x�
ln(1 − βct) + βct

]
(27)

J−1(ct) = 4π
[ 1 − β

x�
[ g+

0/1(ct) + g−
0/1(ct) ]− f+

0/1(ct) − f−
0/1(ct)

]
(28)

J−2(ct) = 8π
[ 1 − β

x�
[ βc�g

+
1/3(ct) + g+

0/3(ct)− βc�g
−
1/3(ct) + g−

0/3(ct) + g+
0/1(ct) + g−

0/1(ct) ]

−βc�f
+
1/3(ct) − f+

0/3(ct) + βc�f
−
1/3(ct) − f−

0/3(ct)− f+
0/1(ct) − f−

0/1(ct)
]

(29)

であり，この中で x� ≡ 2E�

√
(1 − β)/(1 + β)/mt，また f±

m/n及び g±
m/nは それぞれ

f±
m/n(ct) ≡

∫
dct

cm
t√

(β2c2
t ± 2βc�ct + 1 − β2s2

� )n
(30)

g±
m/n(ct) ≡

∫
dct

cm
t

(1 − βct)
√

(β2c2
t ± 2βc�ct + 1 − β2s2

� )n
(31)

で定義される不定積分である．ここで，

R±(ct) ≡
√

β2c2
t ± 2βc�ct + 1 − β2s2

�

Q± ≡
√

2 ± 2c� − β2s2
�

と置けば，これらの不定積分は，

f±
0/1(ct) =

1
β

ln[ βct ± c� + R±(ct) ] (32)

f±
1/1(ct) =

1
β2

[
R± ∓ c� ln[ βct ± c� + R±(ct) ]

]
(33)

f±
0/3(ct) =

βct ± c�

β(1 − β2)s2
�R±(ct)

(34)

f±
1/3(ct) = − 1 − β2s2

� ± βc�ct

β2(1 − β2)s2
�R±(ct)

(35)

f±
2/3(ct) =

1
β3

[ β(2c2
� − 1 + β2s2

� )ct ± c�(1 − β2s2
� )

(1 − β2)s2
�R±(ct)

+ ln[ βct ± c� + R±(ct) ]
]

(36)

g±
0/1(ct) = − 1

βQ±
ln

[ 1 − βct

(1 ± c�)(1 − β2 ± β2c� + βct) + Q±R±(ct)

]
(37)

g±
0/3(ct) = − 1 ∓ 2c� − β2(1 ∓ c�)− βct

βs2
� [ 2− β2(3 ∓ c�) + β4(1 ∓ c�) ]R±(ct)

− 1
βQ3±

ln
[ 1 − βct

(1 ± c�)(1 − β2 ± β2c� + βct) + Q±R±(ct)

]
(38)

g±
1/3(ct) =

1
β

[ g±
0/3(ct) − f±

0/3(ct) ] (39)
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となる．但し，上式では f±
m/n(ct+) − f±

m/n(ct−)，
g±
m/n(ct+) − g±

m/n(ct−) という差（定積分計算）の中
で相殺される項は簡単のため除かれている．

3 数値計算と解析
前節において導出した断面積を用いて終状態レプト

ンのエネルギーおよび角分布を数値的に計算しよう．
重心系エネルギー √

sは 5 TeVに固定し，非標準結合
パラメータの値は典型的な例として dV = dA = dR =
0.01 ととることにする．但し，我々の近似の下では，
角分布は崩壊パラメータ dR には依存しない（脱結合
定理 [17]）．また，終状態レプトン �としては電子もし
くはミュー粒子を想定しているので，崩壊分岐比 B�

は 0.22と置く．

エネルギー分布
　微分断面積 dσ/dE�dc� を c� について積分すれば
エネルギー分布が得られる．実際の実験においては
検出装置は全角度をカバーできる訳ではないが，ここ
では簡単のため理論的に許される全領域 −1 ≤ c� (=
cos θ�) ≤ +1に亙って積分する：

dσ

dE�
=

∫ +1

−1
dc�

dσ

dE�dc�
(40)

これを図１（qq̄衝突）および図２（gg衝突）に示そ
う．図中 σSM（実線）は標準模型が与える断面積を，
また，σBSM（破線）は非標準項の寄与も含めた断面積
σSM + ΔσBSMを表している（以下同様）．

曲線中に平らな部分が見られるが，これは

m2
t/[

√
s(1 + β) ] ≤ E� ≤ M2

W /[
√

s(1− β) ] (41)

という区間であり，定性的にはこの振舞いは次のよ
うに理解できよう：まず (11, 12)式の tt̄生成断面積
dσ(st, 0)/dΩtが実際には st を含まないことに注意す
る．この結果，終状態の b，νもスピン依存性がある場
合より “自由に” 向きを選べ，また（20）式からわか
るように，この区間内では（9）式中の ct 積分の範囲
も与えられた E�に対応して決まることから，どのよ
うな E�も等しく実現されることが示唆される．とこ
ろが，この範囲外では ctの上限（または下限）が+1
（−1）という絶対的な制限に抵触するためにその “自
由度”も失われてしまうという訳である．文献 [16] で
も，eē → tt̄ → �+X における �+ のエネルギー分布
が同様の振舞いをすることが示されている．

角分布
　次に，微分断面積を E� について積分すれば角分布
が得られる：

dσ

dc�
=

∫ E�+

E�−
dE�

dσ

dE�dc�
(42)

但し，積分の上限・下限は（20）式から

E�+ = m2
t/[

√
s(1− β) ], E�− = M2

W /[
√

s(1 + β) ]

と決められる（この積分範囲も c�と同じく理論的なも
のである）．この分布を図３（qq̄衝突）および図４（gg

衝突）に示そう．

0 500 1000 1500 2000 2500

1×10-5

2×10-5

3×10-5

4×10-5

5×10-5
dσ(qq̄)/dE� [pb/GeV]

dσ(qq̄)SM/dE�

dσ(qq̄)BSM/dE�

E� [ GeV ]

図 1: qq̄ → tt̄ → �+X における終状態レプトンのエ
ネルギー分布．σ(qq̄)BSMは dV = dA = dR = 0.01
での値．

0 500 1000 1500 2000 2500
0

1×10-4

2×10-4

3×10-4
dσ(gg)/dE� [pb/GeV]

dσ(gg)SM/dE�

dσ(gg)BSM/dE�

E� [ GeV ]

図 2: gg → tt̄ → �+X における終状態レプトンのエ
ネルギー分布．σ(gg)BSMは dV = dA = dR = 0.01
での値．
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dσ(qq̄)BSM/dc�
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図 3: qq̄ → tt̄ → �+X における終状態レプトンの角
分布．σ(qq̄)BSMは dV = dA = 0.01での値．
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図 4: gg → tt̄ → �+X における終状態レプトンの角
分布．σ(gg)BSMは dV = dA = 0.01での値．

エネルギー分布においても角分布においても非標準
結合の影響は dσ(gg)/dc�を除き小さくないことが見
てとれる．実際に観測される分布はこれにパートン分
布関数を掛けて積分したものなので，分布の形などは
変わるであろうが，非標準項による補正自体の大きさ
が打ち消される理由は全く存在しない．従って，これ
らの分布の測定は新物理探索に有効であると思われる．

パラメータ依存性
　全断面積を用いて計算結果の dV,A 依存性も見てお
こう．これは，最適観測量解析 [18] を行う際に必要な
情報となる．すなわち，これらのパラメータにつき全

ての寄与を含めた式を用いる場合には，関与する項数
が多すぎてこの解析は精度の面から事実上不可能とな
るため，１次項のみを残す近似（線形近似）が必要とな
る．その場合，解析結果の信頼性を示すためには上記
近似の妥当性を明確にしておく必要があるからである．
図５～７において，dV,A のうち dV のみ変化（図５，
dAは 0と置く），dA のみ変化（図６，dV = 0），dV,A 共
に変化（図７，dV = dA）させた場合の qq̄衝突全断面
積 σ(qq̄ → tt̄ → �+X)を，また同様に図８～10におい
ては対応する gg 衝突の全断面積 σ(gg → tt̄ → �+X)
を示す．

0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05
0

1

2

3

4

5
σ(qq̄) [pb]

dV

近似なしの場合
線形近似の場合

図 5: 全断面積 σ(qq̄ → tt̄ → �+X) の dV 依存性
（dA = 0）．
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線形近似の場合 (= σSM)

図 6: 全断面積 σ(qq̄ → tt̄ → �+X) の dA 依存性
（dV = 0）．dA の１次項は存在しないことに注意．
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図 7: 全断面積 σ(qq̄ → tt̄ → �+X) の dV,A 依存性
（dV = dA）．
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図 8: 全断面積 σ(gg → tt̄ → �+X) の dV 依存性
（dA = 0）．
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図 9: 全断面積 σ(gg → tt̄ → �+X) の dA 依存性
（dV = 0）．dA の１次項は存在しないことに注意．
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図 10: 全断面積 σ(gg → tt̄ → �+X) の dV,A 依存性
（dV = dA）．

全断面積のみで全てが完全に把握できる保証はない
が，大まかな傾向はこれらの図から掴むことができる
だろう．始状態が qq̄ の場合には二つの曲線は dV,A の
値が 0.02 程度からずれ始め，一方 gg の場合は 0.01
程度から差が目立ち始める．従って，線形近似を用い
た断面積を用いて最適観測量解析を行う場合には，そ
こで得られる統計誤差の期待値はこの範囲内において
信頼できるということであるが，先のエネルギー・角
分布はパラメータ値が 0.01 でも非標準効果が検出可
能ということを強く示唆しているので，これらの結果

を合わせれば最適観測量解析が有効であると期待でき
る．なお，（11, 12）式からわかるように dA の１次項
は存在しないため，図６・９においては線形近似曲線
（破線）は標準模型断面積 σSMに等しい．

4 まとめ

この論文では，唯一トップクォークに関するデータ
が蓄積されている Tevatron（FNAL）での陽子-反陽
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子衝突実験 [8] および 2009 年暮れに稼働を始めた
LHC（CERN）での陽子-陽子衝突実験 [9] を念頭に
置き，トップクォーク対生成崩壊を生むパートン衝突
過程 qq̄, gg → tt̄ → �+X において，標準模型に含ま
れるトップ-グルオン結合およびトップ-W ボソン結合
の拡張可能性を，特定の模型に依存することなく現象
論的にテストする方法を探った．我々が採用したのは，
あるエネルギースケール Λ で特徴付けられる新理論
の存在を仮定し，それが Λ 以下の世界に生み出す非
標準的相互作用を「有効演算子」の形で表現するとい
う枠組みである．
　我々は，まず終状態レプトンのエネルギーおよび角
分布を計算し，その非標準パラメータ依存性から新物
理存在の兆候が得られるかどうかを調べ，実験精度が
ある程度まで向上すれば標準模型からのずれも観測で
きる可能性があることを見出した．次に我々が探った
のは，非標準パラメータの１次項のみを残すという線
形近似が許される範囲である．我々が意識したのは，
これらの非標準パラメータの実験的測定で生じる統計
誤差に対する最適観測量解析法を用いた予測である．
これは極めて系統的で有効な手法ではあるが，対象と
するパラメータの数が増えればその精度が低下する可
能性も生じる．従って，この結果生まれる問題を回避
するためにも線形近似可能なパラメータ領域を明確に
しておくことは必要不可欠という訳である．数値計算
の結果，パラメータ dV,A の値が 0.01 ∼ 0.02 程度以
下であれば線形近似も有効であり，従って，最適観測
量解析法が適用可能と期待できることが見出された．
　ハドロン加速器は，エネルギーの絶対値という面で
はレプトン加速器よりも有利だが，反応の終状態が大
変に複雑なものになり解析が容易ではないという弱点
も抱えている．我々はこの点を考慮し，前論文では生
成されたトップクォークの様々な崩壊までは解析に含
めなかった [7]．しかしながら，もしもこの第１段階の
解析において何らかの新物理の兆候が見られたなら，
それをより精密に確認する作業が次のステップとして
当然必要となる．特に，検出が比較的容易な終状態荷
電レプトン（電子またはミュー粒子）を用いた解析は

極めて重要な役割を果たすだろう．従って，本論文で
得た結果に基づき，より現実的なハドロン衝突過程に
おける解析の枠組みを整備することが我々にとっての
次の課題である．
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付 録
　
　ここでは教育的見地から，我々の計算の基礎となっ
ている川崎-白藤-蔡の公式の証明を，現代素粒子物理
学の標準となっている共変的規格化において示す．我々
が興味を持っているのは，高エネルギー衝突で生成さ
れた重いスピン 1/2 粒子が短時間で崩壊する反応にお
いて，崩壊で生まれた終状態粒子の運動量分布を調べ
るような場合である．本文中でも述べたように，この
ような反応において，はじめに生成されたスピン 1/2
粒子をオンシェル状態にあると見なすことが出来るな
ら，その記述に川崎-白藤-蔡公式が適用できる．
話を少しでも具体的に展開するために，出発点とし

て粒子 p1,2 の衝突でトップクォークが生まれ，それが
崩壊して粒子 f が観測される反応

p1 + p2 → t + X1 ， t → f + X2

を考えよう．この中で p1+p2 → t+X1及び t → f+X2

を記述する不変散乱振幅をそれぞれ

ū(pt, st) A(p1, p2, PX1) ，B̄(pf , PX2) u(pt, st) (43)

と表し Λ+ ≡ p/t +mt と置けば，p1 +p2(→ t+X1) →
f + X1 + X2 全体の振幅は

M(p1 p2 → f X1 X2) = B̄
mt + p/t

m2
t − p2

t − imtΓt
A = − B̄Λ+A

p2
t − m2

t + imtΓt
(44)

と与えられるので，終状態粒子 f の運動量分布（微分断面積）は
dσ

d3p̃f

=
1

F (s)

∑
X1

∑
X2

∫
d3P̃X1d

3P̃X2(2π)4δ4(p1 + p2 − pf − PX1 − PX2)|M(p1 p2 → f X1 X2)|2
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=
1

F (s)

∑
X1

∑
X2

∫
d3P̃X1d

3P̃X2(2π)4δ4(p1 + p2 − pf − PX1 − PX2)
∣∣∣∣ B̄Λ+A

p2
t − m2

t + imtΓt

∣∣∣∣
2

(45)

となる．但し，d3p̃ ≡ d3p/[(2π)32p0], d3P̃X ≡ d3q̃1d
3q̃2 · · ·（X = q1 + q2 + · · ·），F (s) ≡ 4

√
(p1p2)2 − m2

1m
2
2,

pt = p1 + p2 − PX1 であり，
∑

X1,X2
は終状態 X1,2 に関するスピン和も含めた全ての必要な和を表している．

上述のように，ここではトップ運動量 ptは p1,2及び PX1 の組み合わせで与えられるが，デルタ関数積分∫
d4pt δ4(p1 + p2 − PX1 − pt)

（= 1）を先頭に置くことにより，この pt も独立な変数として扱うことができる．これに加え，トップ伝播関数
に対して Narrow-width 近似 ∣∣∣∣ 1

p2
t − m2

t + imtΓt

∣∣∣∣
2

=
π

mtΓt
δ(p2

t − m2
t ) (46)

を適用すれば (45) は
dσ

d3p̃f

=
1

F (s)

∑
X1

∑
X2

∫
d4pt

∫
d3P̃X1d

3P̃X2δ
4(p1 + p2 − PX1 − pt)

× (2π)4δ4(pt − pf − PX2)
π

mtΓt
δ(p2

t − m2
t ) |B̄Λ+A|2 (47)

となる．ここで，デルタ関数 δ(p2
t − m2

t ) を p0
t の関数と見なして

δ(p2
t − m2

t ) =
1

2
√

p2
t + m2

t

[
δ(p0

t −
√

p2
t + m2

t ) + δ(p0
t +

√
p2

t + m2
t )

]
(48)

と書き直すと，式 (47) の中の δ4(pt − pf − PX2) の第０成分が p0
t = p0

f + P 0
X2
つまり p0

t ≥ 0 を要求するので，
右辺第２項のデルタ関数 δ(p0

t +
√

p2
t + m2

t )は０となる．従って，
∫

d4pt の中の p0
t 積分は δ(p0

t −
√

p2
t + m2

t ) に
依って実行され，この結果 pt は p0

t =
√

p2
t + m2

t を満たす運動量，すなわちトップクォークのオンシェル４元運
動量となる：

dσ

d3p̃f

=
1

F (s)

∑
X1

∑
X2

∫
d3pt

1
2p0

t

∫
d3P̃X1d

3P̃X2δ
4(p1 + p2 − PX1 − pt)

× (2π)4δ4(pt − pf − PX2)
π

mtΓt
|B̄Λ+A|2 (49)

次に，スピノル部分 |B̄Λ+A|2 を書き直そう：
ημν ≡ −gμν + ptμptν/m2

t (50)

というテンソルを導入することによって我々は

|B̄Λ+A|2 = (B̄Λ+A)(ĀΛ+B)

=
1
2
(ĀΛ+A)(B̄Λ+B) +

1
2
ημν(ĀΛ+γ5γ

μA)(B̄Λ+γ5γ
νB) (51)

という恒等式を得る．事実，これはトップの静止系 pt = (mt, 0)で容易に証明できる．この関係を用いれば (49)は
dσ

d3p̃f

=
1

F (s)

∑
X1

∑
X2

∫
d3pt

1
2p0

t

∫
d3P̃X1d

3P̃X2 δ4(p1 + p2 − PX1 − pt)

× (2π)4δ4(pt − pf − PX2)

× π

2mtΓt

[
(ĀΛ+A)(B̄Λ+B) + ημν(ĀΛ+γ5γ

μA)(B̄Λ+γ5γ
νB)

]
(52)
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となり，更に A は PX2 を含んでいないので

dσ

d3p̃f

=
1

F (s)

∑
X1

∫
d3pt

1
2p0

t

∫
d3P̃X1(2π)4δ4(p1 + p2 − PX1 − pt)

× π

2mtΓt

[
(ĀΛ+A)

∑
X2

∫
d3P̃X2δ

4(pt − pf − PX2)(B̄Λ+B)

+ ημν(ĀΛ+γ5γ
μA)

∑
X2

∫
d3P̃X2δ

4(pt − pf − PX2)(B̄Λ+γ5γ
νB)

]
(53)

に達する．ここで，“有効偏極ベクトル”

nμ ≡ ημν

∑
X2

∫
d3P̃X2δ

4(pt − pf − PX2)(B̄Λ+γ5γ
νB)

∑
X2

∫
d3P̃X2δ

4(pt − pf − PX2)(B̄Λ+B)
(54)

を導入すれば，上式 (53) の [ ] 部分は
[
(ĀΛ+A)

∑
X2

∫
d3P̃X2δ

4(pt − pf − PX2)(B̄Λ+B)

+ ημν(ĀΛ+γ5γ
μA)

∑
X2

∫
d3P̃X2δ

4(pt − pf − PX2)(B̄Λ+γ5γ
νB)

]

=
∑
X2

∫
d3P̃X2δ

4(pt − pf − PX2)(B̄Λ+B)
[
(ĀΛ+A) + nμ(ĀΛ+γ5γ

μA)
]

=
∑
X2

∫
d3P̃X2δ

4(pt − pf − PX2)(B̄Λ+B)
[
ĀΛ+(1 + γ5n/ )A

]
(55)

となるので
dσ

d3p̃f

=
1

F (s)

∑
X1

∑
X2

∫
d3pt

∫
d3P̃X1(2π)4δ4(p1 + p2 − PX1 − pt)

× 1
2p0

t

π

2mtΓt

[
ĀΛ+(1 + γ5n/ )A

] ∫
d3P̃X2δ

4(pt − pf − PX2)(B̄Λ+B) (56)

が得られる．
一方，スピン st を持つトップ生成の包含反応 p1p2 → tX1の微分断面積は

dσ

d3p̃t

=
1

F (s)

∑
X1

∫
d3P̃X1(2π)4δ4(p1 + p2 − PX1 − pt)|ū(pt, st) A(p1, p2, PX1)|2

=
1

F (s)

∑
X1

∫
d3P̃X1(2π)4δ4(p1 + p2 − PX1 − pt)Ā

Λ+(1 + γ5s/t)
2

A (57)

で，また，（静止状態ではなく）運動量 pt を持つ無偏極トップの f X2 への微分崩壊幅は

dΓ ′
f

d3p̃f

=
1

2p0
t

1
2

∑
st

∑
X2

∫
d3P̃X2(2π)4δ4(pt − pf − PX2)|B̄(pf , PX2) u(pt, st)|2

=
1

2p0
t

∑
X2

∫
d3P̃X2(2π)4δ4(pt − pf − PX2)B̄

Λ+

2
B (58)

でそれぞれ与えられる．但し，通常Γと表される崩壊幅は静止した崩壊粒子に対して定義される量であり，Narrow-
width 近似（46）に現れている崩壊幅も静止系での量である．この Γ は，上記の Γ ′ とは Γ ′ = (mt/p0

t )Γ の関係
にある（1/Γ ′ > 1/Γ：相対論効果による時間の遅れ）．
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従って，dσ/d3p̃t の中でトップのスピンベクトル st を有効偏極ベクトル n で置き換えることにより，

dσ

d3p̃f

=
∫

d3pt
1

2p0
t

π

2mtΓt
4

dσ

d3p̃t

(st = n)
2p0

t

(2π)4
dΓ ′

f

d3p̃f

= 2
∫

d3pt
dσ

d3pt

(st = n)
1
Γ ′

t

dΓ ′
f

d3p̃f

(59)

を得るが，容易に理解できるように Γ ′
t で “規格化”さ

れた微分崩壊幅Γ ′−1
t dΓ ′

f/d3p̃f はローレンツ不変な量
なので「′」は不要であり，この結果，目指す川崎-白
藤-蔡の公式

dσ

d3pf

= 2
∫

d3pt
dσ

d3pt

(st = n)
1
Γt

dΓf

d3pf

(60)

に到達する．但し，ここで d3p̃f については簡単のた
め両辺から共通する因子 (2π)3(2p0

f)を除き d3pf と書
き直した．特に，tt̄対生成反応のように X1 が１粒子
状態である場合には |pt| は確定するので，この式は

dσ

d3pf

= 2
∫

dΩt
dσ

dΩt
(st = n)

1
Γt

dΓf

d3pf

(61)

となる．なお，この右辺における dσ(st = n)/dΩt は
厳密に書けば ∑

st̄
dσ(st = n, st̄)/dΩt であるが（この

場合のスピン和∑
st̄
は（45）式の中の∑

X1
に対応して

いる），これは 2dσ(st = n, 0)/dΩt で置き換えること
も出来る：

dσ

d3pf

= 4
∫

dΩt
dσ

dΩt
(st = n, 0)

1
Γt

dΓf

d3pf

(62)

本文中の（9）式ではこの後者の表現を用いている．
最後に，（54）で導入した有効偏極ベクトル nの具体

形について考察しておこう．nは，その定義（および共
変性）から４元運動量 ptと pf の線形結合であり，そ
こに含まれるテンソル ημν の形から常に

npt = 0

という関係を満たすことがわかる．これより，

n = α
( mt

ptp�
p� − 1

mt
pt

)
(63)

でなければならない．ここで，右辺の係数 α は個々
の反応に依存するスカラー量であって，最も一般的な
トップ崩壊を想定するならその値についてはこれ以上
のことは言えない．しかしながら，トップの崩壊様式
に直接影響を与えるような未知の軽い粒子などを新
たに考えたりしない限りは，非標準結合を含めても
t → bW → b�+ν�がトップ半レプトン崩壊の主モード

であり，この場合には f = �+であるなら線形近似の
範囲内で

α = 1 (64)

であることを我々は文献 [17]で確かめた．但し，同じ
崩壊でも f = b，すなわちボトムクォークの分布を調
べる場合にはαは１とは異なる値をとり更に非標準結
合の補正を受ける．これらの事実は本文中（第３節）
で述べた脱結合定理の証明において重要な役割を果た
している．
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